〇滝川地区広域消防事務組合職員の人事評価及び自己申告に関する規程

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　定　平成31年２月８日訓令第１号
（目的）
第１条　この規程は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第23条の２第２項の規定に基づき、職員の人事評価の実施に関し必要な事項を定めるとともに、自己申告による職員の意見等の人事管理への反映及び職務に対する意欲の高揚を図ることを目的とする。
（定義）
第２条　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(１)　人事評価　業績評価及び能力評価を、人事評価表を用いて行うことをいう。
(２)　業績評価　職員があらかじめ設定した目標の達成度又は業務の遂行度により、その業務上の業績を客観的に評価することをいう。
(３)　能力評価　評価項目ごとに定める行動例に基づき、職務遂行の過程において発揮された職員の能力を客観的に評価することをいう。
(４)　人事評価表　人事評価の対象となる期間（以下「評価期間」という。）における職員の勤務成績を示すものとして、職位に応じて消防長が別に定める様式をいう。
(５)　定期評価　定期的に行う人事評価（条件付採用期間評価を除く。）をいう。
(６)　条件付採用期間評価　条件付採用の職員に対して行う人事評価をいう。
(７)　自己申告　職員自らによる職務に対する希望、意向、能力等の申告をいう。
（人事評価を受ける職員の範囲）
第３条　人事評価を受ける職員（以下「被評価者」という。）の範囲は、一般職の職員のうち次に掲げる職員を除く職員とする。ただし、他の地方公共団体等への派遣、研修その他の事情により人事評価の実施が困難であると消防長が認める職員の評価については、消防長が別に定める。
(１)　消防長、次長
　(２)　前号に掲げる職員のほか、消防長が指定する職員 

　（定期評価）
第４条　定期評価は、毎年４月１日から９月30日まで及び10月１日から翌年３月31日までの期間で実施するものとする。
２　前項の規定にかかわらず、職員が職種の変更、勤務換え、病気その他の理由により職種又は職務を変更した場合における評価期間は、その理由の消滅した日から同項に規定する評価期間の末日までとする。ただし、当該変更後の職種又は職務の従事期間が３月に満たず公正な評価ができないと評価を行う者（以下「評価者」という。）が認める場合は、あらかじめ総務課長の承認を得て当該評価期間における定期評価の対象としないことができる。
３　次条に規定する条件付採用期間評価を受けた後正式採用となった職員に係る当該評価後最初に到来する定期評価の評価期間は、第１項の規定にかかわらず、正式採用となった日から同項に規定する評価期間の末日までとする。
４　前３項の規定にかかわらず、条件付採用期間中の職員及び第１項に規定する評価期間の末日以前３月の間において正式採用となった職員は、定期評価の対象としない。
　（条件付採用期間評価）
第５条　条件付採用期間評価は、条件付採用期間の開始の日から５月を経過する日の前日までの期間で実施するものとする。ただし、職員が病気その他の理由により公正な評価ができないと評価者が認める場合は、あらかじめ総務課長の承認を得て評価期間を変更することができる。
（評価者等）
第６条　評価者は、１次評価者及び２次評価者並びに調整・総合評価者とし、当該評価者による被評価者の区分は、別表第１のとおりとする。ただし、評価者に事故があるとき、又は欠けたときは、消防長が指定する職員を評価者とする。
２　評価者は、課長補佐職若しくは係長又はこれらに準ずる職員その他の評価者が必要と認める職員に評価事務を補助させ、又はその意見を聴くことができる。
３　評価者の責務は、次のとおりとする。
(１)　日頃から職員の行動を把握した上で、面談等で状況を確認し、公正な評価を行うよう努めること。
(２)　評価を一様にしたり、事実によらずに上位又は下位となるようにする等、機械的又は恣意的な評価は行わないこと。
(３)　人事評価表は、評価根拠を明確にし、公正な評価を基に作成すること。
(４)　評価の結果に基づき、職員の指導、人事評価表の本人開示その他適正な措置を行うこと。
（目標又は業務の設定）
第７条　１次評価者及び２次評価者は、評価期間の開始に際し、被評価者と面談を行い、業務に関する目標を定めることその他の方法により当該被評価者が当該評価期間において果たすべき役割を確定するものとする。
（評価の実施、面談及び結果の開示）
第８条　人事評価は、職員ごとに人事評価表を作成することにより、これを行うものとする。
２　人事評価は、それぞれの被評価者に求められる別表第２に掲げる標準職務遂行能力に立脚した絶対評価方式により行い、評価点を付すことにより評価を行うものとする。
３　被評価者（条件付採用期間評価に係る被評価者を除く。）は、評価期間中における自己のあるべき姿等を評価するために自ら前項の人事評価を行い、定められた期限までに人事評価表を１次評価者に提出するものとする。
４　１次評価者及び２次評価者は、被評価者について第２項の人事評価を行い、これを被評価者から提出された人事評価表の記録と比較し、面談により指導及び助言を行った上で、人事評価表を作成するものとする。
５　１次評価者及び２次評価者は、前項の規定により作成した人事評価表を定められた期限までに、１次評価者にあっては２次評価者に、２次評価者にあっては調整・総合評価者に提出するものとする。
６　調整・総合評価者は、前項の規定により提出された人事評価表の内容の審査を行い、その内容に疑義がある場合は１次評価者及び２次評価者の意見を徴し必要に応じて評価点に所要の調整を行った上で、又は所管する所属間において著しく評価点に差が生じる疑義がある場合は必要に応じて２次評価者に再評価を求めた上で、人事評価が適当である旨の確認を行うものとする。
７　１次評価者（１次評価者がいない場合にあっては、２次評価者）は、前項の確認が行われた後で、開示を希望しない被評価者を除き、被評価者に人事評価表を面談により開示し、必要に応じて指導及び助言を行うものとし、２次評価者は開示後の人事評価表を１次評価者から受領し、定められた期限内に消防長に提出するものとする。
（消防長による再評価等）
第９条　消防長は、人事評価表の提出を受けたときは、これを審査し、評価が不適当であると認めるときは、再評価又は再調整をさせることができる。
（人事評価表の記入要領）
第10条　人事評価表の記入要領は、次のとおりとする。
(１)　業績評価　職員があらかじめ設定した目標の達成度や業務の遂行度を、難易度を考慮し、次のア及びイに掲げる業績評価点判定表により10点から20点までで評価するものとする。
　ア
	成果
	大幅に上回る
	上回る
	目標通り
	下回る
	大幅に下回る

	難易度
	高い
	20点
	18点
	16点
	14点
	12点

	
	
	
	
	
	
	

	
	標準
	18点
	16点
	14点
	12点
	10点

	
	
	
	
	
	
	


　　イ
	評価点
	20点
	18点
	16点
	14点
	12点
	10点

	区分
	難易度が高い目標を大幅に上回る成果
	①難易度が高い目標を上回る成果
②標準の目標を大幅に上回る成果
	①難易度が高い目標通りの成果
②標準の目標を上回る成果
	①難易度が高い目標を下回る成果
②標準の目標通りの成果
	①難易度が高い目標を大幅に下回る成果
②標準の目標を下回る成果
	標準の目標を大幅に下回る成果


(２)　能力評価　別表第３に掲げる役職別の評価項目について、人事評価表に記されている行動例を次のア及びイに掲げる能力評価点判定表に当てはめて参考にし、項目ごとに１点から５点までで評価するものとする。
　ア
	
	望ましい行動例に該当

	
	３個
	２個
	１個
	０個

	望ましくない行動例に該当
	３個
	３点
	２点
	２点
	１点

	
	２個
	３点
	３点
	２点
	２点

	
	１個
	４点
	３点
	３点
	２点

	
	０個
	５点
	４点
	３点
	３点


　　イ
	評価点
	５
	４
	３
	２
	１

	区分
	極めて優れている
	優れている
	標準的
	やや劣る
	劣る


(３)　総合評価　業績評価及び能力評価の得点を集計して調整を加えたものを最終評価点とし、次のア及びイに掲げる区分表により、該当するＡからＥまでの区分を記入するものとする。
　ア
	区分
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	Ｅ

	最終評価点
	45～50
	35～44
	25～34
	15～24
	10～14


　　イ
	区分
	基準

	Ａ
	求められた水準をはるかに上回る役割を果たした。

	Ｂ
	求められた以上の役割を果たした。

	Ｃ
	求められた役割をおおむね果たした。（標準）

	Ｄ
	求められた役割を一部しか果たしていなかった。

	Ｅ
	求められた役割をほとんど果たしていなかった。


２　人事評価表の業績評価及び能力評価のコメント欄には評価根拠等を記入し、総評欄には総合的な評価根拠及び指導等の内容を記載するものとする。この場合において、条件付採用期間中の職員の総評欄には、全ての評価者が正式採用の可否を明記するものとする。
（職員の異動の対応）
第11条　人事評価の実施に際し、職員が異動した場合については、評価の引継その他適切な措置を講じることにより対応するものとする。
（苦情への対応）
第12条　第８条第７項の規定に基づき開示された人事評価の結果に関する職員の苦情へ対応するため、苦情相談及び苦情処理の手続を設けるものとする。
２　苦情相談は、職員の申出に基づき、所属長が対応する。
３　苦情処理は、職員又は所属長の申出に基づき、総務課長が行う。
４　開示された評価結果に関する苦情処理は、当該評価の評価期間につき、１回に限り受け付けるものとする。
５　苦情処理の申出は、人事評価の結果が開示された日の翌日から起算して１週間以内に限り申し出ることができる。
６　消防長は、職員が苦情の申出をしたことを理由に、当該職員に対して不利益な取扱いをしてはならない。
７　苦情相談又は苦情処理に関わった職員は、苦情の申出のあった事実及び当該内容その他苦情相談又は苦情処理に関し職務上知ることができた秘密を保持しなければならない。
（調整職員会議）
第13条　人事評価の調整を行うため、滝川地区広域消防事務組合人事評価調整職員会議（以下「調整職員会議」という。）を設置する。
２　調整職員会議の委員は、消防長が指名する職員をもって充てる。
３　調整職員会議は、評価者の作成した人事評価表を検討し、不均衡の是正その他必要と認める評価等の調整をするものとする。
４　調整職員会議は、前条第３項の苦情処理その他苦情申立てがあった場合は、その内容について調査を行うものとする。
５　前各項に定めるもののほか、調整職員会議の組織及び運営に関し必要な事項は、消防長が別に定める。
（研修の実施）
第14条　総務課長は、評価者に対して、評価能力向上のために必要な研修を適宜実施するものとする。
（自己申告を行うことができる職員の範囲）
第15条　自己申告を行うことができる職員の範囲は、人事評価を受ける職員のうち、課長職及び補佐職並びにこれらに準ずる職員を除く職員であって、当該年度において定期評価を受けるものとする。
（自己申告書の提出）
第16条　自己申告は、消防長が別に定める自己申告書により行うものとし、その提出は、職員の任意によるものとする。
２　前項の自己申告書の提出期間は、毎年９月１日から９月30日までとし、原則として消防長に提出するものとする。
（人事評価の結果及び自己申告の活用）
第17条　人事評価の結果及び自己申告は、被評価者の任用、給与、分限、人材育成その他の人事管理の基礎として活用するものとする。
（施行細目）
第18条　この規程に定めるもののほか、必要な事項は、消防長が別に定める。
附　則
　（施行期日）
１　この規程は、公布の日から施行し、平成31年４月１日から適用する。
　（滝川地区広域消防事務組合職員の勤務評定及び自己申告に関する規程の廃止）
２　滝川地区広域消防事務組合職員の勤務評定及び自己申告に関する規程（昭和47年滝川地区広域消防事務組合訓令第７号）は、廃止する。
別表第１（第６条第１項関係）
１　消防本部に勤務する職員
	
	被評価者

	
	係長職以下
	補佐職
	課長職

	１次評価者
	補佐職
	－
	－

	
	補佐職
	
	

	２次評価者
	課長職
	課長職
	次長

	
	課長職
	
	

	調整・
総合評価者
	消防長又は次長
	消防長又は次長
	消防長


２　消防署（支署）に勤務する職員
	
	被評価者

	
	係長職以下
	補佐職
	課長職

	
	
	
	課長職
	署長

	１次評価者
	補佐職
	－
	－
	－

	
	補佐職
	
	
	

	２次評価者
	課長職
	課長職
	署長
	次長

	
	課長職
	課長職
	
	

	調整・
総合評価者
	署長
	署長
	消防長又は次長
	消防長


備考
　　１　評価者が病気その他の理由により長期間にわたり不在になることが明らかなときは、総務課長と協議の上、評価者及び評価方法を定めるものとする。
２　この表中、一次評定者が２名については、上段の職を有する者は、交替勤務に従事する補佐職とし、下段の職を有する者は、所管事務を担当する補佐職とし、二次評定者については課長とし同様の取扱いとする。
別表第２（第８条第２項関係）
	標準的な職
	標準職務遂行能力

	課長職
	倫理・規律性
	全体の奉仕者として、高い倫理感を有し、課の重要課題に責任を持って取り組むとともに、服務規律を遵守し、公正に職務を遂行することができる。

	
	判断力
	課の責任者として、状況を的確に把握し、重要課題や突発的に発生した事案について、適切な判断を行うことができる。

	
	政策形成能力
	課の問題点を把握し、解決策を立て、組織方針の実現のために段取りを組み立て、適切な指示と報告をすることができる。

	
	対人能力
	市民の視点に立ち、自分の意図を正確に相手に伝え、他者と協力し職務を円滑に遂行することができる。

	
	知識・技術
・情報対応力
	社会情勢や市民ニーズを的確に把握し、豊富な知識・技術・経験及び情報に基づき、職務を遂行することができる。

	
	統率・人材
育成能力
	指導力を発揮し、部下の資質を向上させ、組織をまとめ成果を挙げることができる。

	課長補佐職
	倫理・規律性
	全体の奉仕者として、高い倫理感を有し、課の重要課題に責任を持って取り組むとともに、服務規律を遵守し、公正に職務を遂行することができる。

	
	判断力
	課長を補佐する立場として、状況を的確に把握し、重要課題や突発的に発生した事案について、適切な判断を行うことができる。

	
	政策形成能力
	課及び係の問題点を把握し、解決策を立て、組織方針の実現のために段取りを組み立て、適切な指示と報告をすることができる。

	
	対人能力
	市民の視点に立ち、自分の意図を正確に相手に伝え、他者と協力し職務を円滑に遂行することができる。

	
	知識・技術
・情報対応力
	社会情勢や市民ニーズを的確に把握し、豊富な知識・技術・経験及び情報に基づき、職務を遂行することができる。

	
	統率・人材
育成能力
	部下の資質を向上させ、組織をまとめ成果を挙げることができる。

	係長職
	倫理・規律性
	全体の奉仕者として、高い倫理感を有し、担当業務の第一線において重要課題に責任を持って取り組むとともに、服務規律を遵守し、公正に職務を遂行することができる。

	
	判断力
	係の責任者として、状況を的確に把握し、重要課題や突発的に発生した事案について、適切な判断を行うことができる。

	
	政策形成能力
	係の問題点を把握し、解決策を立て、組織目標の実現のために段取りを組み立て、適切な指示と報告をすることができる。

	
	対人能力
	市民の視点に立ち、自分の意図を正確に相手に伝え、他者と協力し職務を円滑に遂行することができる。

	
	知識・技術
・情報対応力
	社会情勢や市民ニーズを的確に把握し、必要な知識・技術及び情報に基づき、確実に職務を遂行することができる。

	
	統率力
	組織目標の実現のため、組織をまとめ成果を挙げることができる。

	係
	倫理・規律性
	全体の奉仕者として、倫理感を有し、担当業務に責任を持って取り組むとともに、服務規律を遵守し、公正に職務を遂行することができる。

	
	判断力
	係の担当者として、状況を的確に把握し、重要課題や突発的に発生した事案について、上司の指示を仰ぐなど適切な判断を行うことができる。

	
	政策形成能力
	係の問題点を把握し、解決策を立て、組織目標の実現のために段取りを組み立て、適切な報告をすることができる。

	
	対人能力
	市民の視点に立ち、自分の意図を正確に相手に伝え、他者と協力し職務を円滑に遂行することができる。

	
	知識・技術
・情報対応力
	社会情勢や市民ニーズを的確に把握し、必要な知識・技術及び情報に基づき、確実に職務を遂行することができる。

	
	積極性
	困難な業務や新しいことに積極的に挑戦し、業務の質向上のために創意工夫することができる。


別表第３（第10条第１項関係）
	評価項目
	
	役職別区分

	
	要素
	係
	係長職
	課長・補佐職

	業績評価
	設定した目標又は業務について評価

	項目合計
	１
	１
	１

	能力評価
	倫理・規律性
	○
	○
	○

	
	判断力
	○
	○
	○

	
	政策形成能力
	○
	○
	○

	
	対人能力
	○
	○
	○

	
	知識・技術・情報対応力
	○
	○
	○

	
	積極性
	○
	
	

	
	統率力
	
	○
	

	
	統率・人材育成能力
	
	
	○

	項目合計
	６
	６
	６

	総合計
	７
	７
	７


